
２月７日、「自衛隊の中東地域派遣に係る意見書提出を求める請願」が

印西市議会に提出されました。請願者は、印西市在住の市民９名です。

２月１８日から開かれる印西市議会第１回定例会で審議されます。
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自衛隊中東派遣 Ｑ＆Ａ
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Ｑ）今回の自衛隊中東派遣でどのようなことが懸念されていますか？

Ａ）自衛隊を危険な中東海域に派遣する必要性があるのかという根本問題につい

て、菅官房長官も日本の船舶護衛について「直ちに実施を要する状況にはない」

としており、そうした中で、自衛隊を危険な海域に派遣する唯一最大の理由は、

米国から要請されたからと言わざるを得ません。

菅官房長官は記者会見で、自衛隊が派遣された場合「米国とは緊密に連携して

いく」とし、河野防衛大臣も同様の発言をしており、中東地域を管轄する米中央

軍のマッケンジー司令官も、自衛隊が派遣された場合には「我々は日本と連携し

ていくだろう」と日本側と情報共有していく意向を示しています。イランは、自

衛隊の派遣を、日米一体となった軍事行動とみなす可能性があり、イランばかり

でなく、これまで日本が信頼関係を築いてきた他の中東諸国との関係を悪化させ

る恐れがあります。

また、自衛隊が収集した情報は、米国をはじめ「有志連合」に参加する他国の

軍隊とも共有することになるため、緊張の高まるホルムズ海峡周辺海域で、軍事

衝突が起こるような事態になれば、憲法９条が禁止する「他国の武力行使との一

体化」となる恐れがあります。

Ｑ）中東の緊張が著しく高まる中、日本はどう対応するべきでしょう

か？

Ａ）自衛隊の中東派遣の発端となったホルムズ海峡周辺海域では、今年５月以降、

民間船舶への襲撃や拿捕、イラン軍による米軍の無人偵察機の撃墜とそれへの米

国の報復攻撃の危機、サウジアラビアの石油施設への攻撃などの事件が発生して

おり、米国は、こうした事態に対応するためとして、空母打撃群を展開したり、

ペルシャ湾周辺国の米軍兵力を増強するなどイランに対する軍事的圧力を強めて

おり、軍事的緊張の高い状態が続いています。

そもそも、こうした緊張の発端となったのは、米国が、イランの核開発を制限

する多国間合意（イラン核合意）から一方的に離脱し、イランに対する経済制裁

を強化したことにあり、こうした緊張状態を打開するためには、米国がイラン核

合意に復帰し、中東の非核化を進めることこそが必要です。日本政府には、米国

との親密な関係と中東における「中立性」を生かした仲介外交が期待されている

のであり、今回の自衛隊の中東派遣は、それに逆行するものです。
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Ｑ）今回の自衛隊中東派遣の目的、法的根拠は？

Ａ）政府は、今回の自衛隊派遣の目的を情報収集体制の強化とし、その根拠を防

衛省設置法の「調査・研究」としています。の規定は、自衛隊の「所掌事務」を

定めた組織規程であって、どのような状況で調査・研究を行うかなど、その行動

及び権限を何ら具体的に定めていません。そのため、派遣される自衛隊の活動の

内容、方法、期間、地理的制約、装備等については、いずれも白紙で防衛大臣に

委ねることになります。すでに政府が派遣目的を他国との武力行使の一体化につ

ながりかねない情報収集にあることを認めていることは、白紙委任の問題性を端

的に示すものといえます。

また、国会の関与もチェックも一切ないままで、法的に野放し状態のまま自衛

隊を海外に派遣することは、国民的な批判を受けている海上警備行動・海賊対処

行動・国際連携平和安全活動などの規定すら潛脱するもので、憲法９条の平和主

義及び民主主義の観点から許されません。

しかも、今回の閣議決定は、臨時国会閉会後のタイミングを狙ったもので、国

民の代表で構成される国会を蔑ろにするものです。

さらに、「調査・研究」を根拠に派遣された場合の武器使用権限は、自衛隊法

第９５条の「武器等防護のための武器使用」となるが、その場合の武器使用は、

厳格な４要件で限定されており、危険な船が接近した場合の停船射撃ができない

ことから、防衛省内からも「法的に丸腰に近い状態」との声が出ており、派遣さ

れる自衛隊員の生命・身体を危険に晒すことになります。

Ｑ）自衛隊の海外での武力行使・戦争の危険性があるのでしょうか？

Ａ）政府が、自衛隊を派遣するオマーン湾を含むホルムズ海峡周辺海域、イエメ

ン沖のバベルマンデブ海峡は、軍事的緊張状態が続いており、米軍を主体とする

「有志連合」の艦艇が展開しています。しかも、日米ともに「緊密な連携」と

「情報共有」を明言していることから、派遣される自衛隊が形式的に「有志連合」

に参加しなくても、実質的には近隣に展開する米軍などの他国軍と共同した活動

は避けられなくなります。今回の自衛隊派遣により米軍など他国軍と共同活動を

行うことは、７２年以上にわたって憲法上許されないとされてきた自衛隊の海外

における武力行使を現実化させる恐れがあります。

今回の自衛隊派遣は、その根拠自体が憲法９条の平和主義・民主主義に違反し、

自衛隊を派遣することにより紛争に巻き込まれたり、武力行使の危険を招く点で、

憲法９条の平和主義に違反するものです。



映画「明日へ ～戦争は罪悪である～」
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７０年以上前の戦争の厳し

い時代に抗して、立ち向かっ

ていった信念の僧侶がいたと

は、心打たれました。私も、

幼少の時、洗礼を受けた者で

すが、教会も戦争に協力させ

られたと教わりました。

二度と悲惨な戦争をしては

いけないと思います。

戦争を知らない若いみなさ

ん、必見の映画です。

（Ｋ．Ｈ）

【前売券のお問合せ】
印西・九条の会 廣瀬邦治 TEL 090-1706-2572 メール；k_hirose839@ybb.ne.jp

印西・九条の会

９条カフェ
昨年１０月の全体集会以来ですが、みな

さんで集まっての懇談会を計画しました。

お茶を飲みながら楽しくお話ししましょう。

▼日時：４月１８日（土）
１３：３０～１５：３０

▼場所：中央駅前地域交流館（予定）

▼会費：無料

お気軽にご参加ください。


